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「若年就労問題」の当事者とは誰か 
渡部光 
 
1 はじめに 
 
 厚生労働省は、2014 年度の大学新規学卒者の就職率を 94.4%と発表（同年 4 月 1 日時
点）し、前年同期比 0.5 ポイントの上昇を示した（厚生労働省 2014）。同様に、2015 年
度の大学新規学卒者の就職内定率も、2014 年 12 月 1 日現在で 80.3%と、前年同期比 3.7
ポイントの上昇が示された（同 2015）。しかし、これらのデータをアベノミクス以後の景
気の緩やかな回復傾向と合わせ、若年就労問題が解決に向かっていると捉えるのは早計と
言えよう。 
楽観視を許さない諸要素の存在は方々で指摘されている。例えば、リーマンショック以
後の就職率の落ち込みや、団塊世代の大量退職に伴う構造的な労働力不足といった、極め
て短期的な労働力需要の表出として就職率の上昇があるに過ぎないとみることもできる。 
また、総務省の最新の労働力調査において、役員を除く雇用者に占める非正規労働者の
割合は 37.1%と報告された（総務省 2014）。この数字は前年同期に比べて 0.4 ポイント上
昇しており、リーマンショック発生年の 2008 年より 7 期連続で上昇を続けている。就職
率が上昇に転じても、その雇用形態において非正規雇用の割合が拡大し続けていることを
思えば、平成不況期以後の就労問題の根幹は何ら変化していないとも考えられる。 
また、多くの日本企業が新卒一括採用制度の下で採用活動を行っていることも懸念材料
の一つだ。バブル崩壊以後、90 年代～00 年代にかけての就職難に直面した「ロストジェ
ネレーション」世代には、未だに非正規労働者や無業者といった不安定な立場の人々が大
量に存在すると指摘される（本田 2008）。しかし、新規学卒者以外の就職ルートが限定さ
れる制度下では、そうした既卒者の就労問題の解決が極めて難しくなる。一時的に新規学
卒者の就職率が上昇に転じたという事実も、新卒一括採用の機会を逃した既卒者にとって
は大きな意味を持たない。さらに同制度は、既卒者の労働市場への参入機会を狭めている
ばかりか、新規学卒者の就職活動の競争化・熾烈化を招き、就職活動失敗を原因とする自
殺問題などの一因にもなっていると考えられる。 
これらの視点は、新規学卒者の就職率の上昇が、現代日本の若年就労問題の解決を必ず
しも意味しないことを示している。さらに、新規学卒者の就職率のみに焦点を当てること
は、現代日本の就労問題を新規学卒者の問題に限定してしまうことにもつながる。昨今「若
年就労問題」として議論される問題の当事者は、新規学卒者の就職活動の問題に加え、離
学者、既卒者を含んでいる。また先述した「ロストジェネレーション」世代や、リストラ
を受けた年配世代も、同様の就労問題に直面していると言ってよい。 
このように、同様の構造的問題のために苦境に立つ人々は広範に分布し、またその問題
も方々で深刻なものとして議論されており、決して楽観視し得る状況とは言えない。にも
かかわらず、現代日本では、雇用状況に対する異議申し立ての社会運動等が発生しないば
かりか、同様の問題意識の共有がなされず、極めて個人的な問題として、貧困や不安定雇
用を自己責任のものとして引き受けられるような状況が生じている（本田 2010）。 
本論では、「若年就労問題」と呼ばれる議論の当事者がどこにおり、どのような状況に
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置かれているのかを整理・分析することによって、先述した状況の要因を炙り出すことを
目的とし、議論を展開していくこととする。 
  
 
2 世代間格差論――何故「若年」就労問題なのか？ 
 
先述の通り、昨今就労問題として議論されている問題の当事者は新規学卒者に限らない。
離学者、既卒者、「ロストジェネレーション」世代からリストラを受けた年配世代まで、幅
広い年代の人々が当事者になっている。もっと広範に捉えれば、正規雇用に就き難く、安
価で柔軟な労働力とみなされる女性や、外国人労働者といった人々も、同様の問題を抱え
ているはずだ。にもかかわらず、様々な論者が「若年就労問題」という言葉を用い、「若者」
に焦点を当てて現代の社会状況を問題化しているのは何故だろうか。 
ここでは、就労問題を「世代間」の問題と捉え、若者を就労問題の当事者として論ずる
「世代間格差論」を参照しながら、現代の就労問題の構造を概観する。 
 
2.1 若年自殺問題 
現代の就労問題の当事者は、必ずしも若者のみではないというのは先述の通りである。
しかし、象徴的に問題化されるだけの厳しい状況が、若年世代を中心として広がりを見せ
ていることは事実だ。 
例えば、自殺に関する世代間比較をみてみよう。内閣府が自殺対策において、日本で自
殺者数がピークを迎えた 1998 年を基準に、2011 年までの自殺死亡率の推移を報告してい
る（内閣府 2011）。それによれば、40 歳代以上の年齢階級では自殺死亡率が低下傾向に
あるのに対し、20 歳代及び 30 歳代という若い年齢階級での自殺死亡率は有意に上昇して
いるという。日本における自殺者数は 1998 年に急増し、現在に至るまで毎年 3 万人以上
の自殺者を出し続ける形で高止まりが続いている。1998 年の急増はバブル崩壊の影響を受
けた中高年男性の自殺によるものと考えられるが、現在にかけての自殺者 3 万人の内訳は、
中高年層が減少し、若年層が増加するという推移を見せていることになる。 
日本における若年世代の自殺問題は深刻で、同報告によれば、15～39 歳の各年代の死因
の第一位が自殺となっている（表 1）。他国との比較においても、比較対象の八か国（日本、
フランス、ドイツ、カナダ、米国、英国、イタリア、韓国）の中で、若年世代（15～34
歳）の死因一位が自殺となっているのは日本だけであり、その死亡率も高い（表 2）。 
 
 
▲表１，平成 22 年における死因順位別に見た年齢階級・性別死亡数・死亡率・構成割合（内閣府 2011 より転載） 
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また同報告では、原因・動機別の自殺者数の推移から、特に 20 歳代以下の若者の「就
職失敗」による自殺者数が平成 21 年を境に急増しているという傾向を指摘する。 
これらのデータから、「若年自殺問題」のおおまかな状況を整理してみよう。まず、1998
年にバブル崩壊の影響を受けた中高年の自殺者が増加し、自殺者総数も急上昇した。しか
し、そこから中高年の自殺者数は減少を続けた。にもかかわらず、自殺者数は毎年 3 万人
以上を数える形で高止まりしている。その理由は、中高年の自殺者が減少する代わりに、
若い世代の自殺者が増えているからと言える。また、若い世代の自殺動機の推移をみると
就職活動の失敗を動機とした自殺の増加が目立つ。すなわち、就労問題を背景とした自殺
が、バブル崩壊後の不況を被った「中高年の問題」から、「若年世代の問題」へと切り替わ
ってきていることが分かる。1998 年以降の低成長期の自殺問題は一言に「不況による自殺
問題」と説明されがちだが、その内容が若年者を中心としたものへとシフトしていること
は見逃してはならない。 
こう整理すると、世代別の比較において「若年世代が苦境に立たされている」と解釈で
きるデータは極めて分かりやすい形で存在していることが分かる。こうした事実が、就労
問題を世代別に問題化する傾向を生み出しているのである。 
 
2.2 日本的雇用システムの機能不全の表出 
当然ながら、就労問題が若年世代のものとして論じられる理由は自殺者数の推移のみに
限らない。次に、世代間の格差状況に着目した「世代間格差論」を参照してみよう。 
経済学者の加藤久和は、「世代間格差」を広義のものとして次のように定義する。 
 
生まれが異なればその人々のライフサイクルで直面する経済・社会環境も異なる。この
ことによって世代ごとに、経済・社会的側面全般における偏りが生じる状態が、広い意味
での「世代間格差」ということになろう。（加藤 2011:20） 
 
政策や社会保障制度などの変更に伴って生じる国民としての待遇格差に限定して語る
場合もあるが、「世代間格差」は、生まれた世代ごとに異なる社会環境と、そこから生じる
生活の差異全般を格差として捉えたものだと言える。元々は少子高齢化の流れから生じた
考え方で、一生のうちに政府に支払う税金や社会保険料の総額（負担総額）と、政府から
▲表２，先進 7 ヵ国の年齢階級別人口 10 万人対死亡者数（15～34 歳、死因の上位三位（自殺・自傷、事故、後遺症、悪性新生物））（内閣府 2011 より転載） 
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受け取れる社会サービスの総額（受益総額）の差額が、世代間で大きく異なっているとい
う不平等を問題化したものであった。 
その文脈の中で、世代間格差を就労問題を軸に問題化している論者には、城繁幸らがい
る（城ら 2010）。1990 年代以降に長期的な経済不況に突入すると、日本がこれまで労働・
雇用の分野で採用し続けてきた「日本的雇用システム」が崩壊してしまい、若者は正規雇
用の労働力としてみられなくなってしまった。その結果として、就労問題としての自殺は
中高年の問題から若者の問題となり、就労にまつわる世代間の格差が謳われる状況が生じ
てきたというのだ。 
では、日本的雇用システムとはどのようなものだろうか。経済学者の久本憲夫らは、歴
史的に変化するものである雇用システムを、超歴史的な概念であるかのように日本的雇用
システムと定義するのは困難であるとしながらも、次のように説明している（久本ら 
2008）。 
 
本書では、高度経済成長期に形成され、多くの中核企業に特徴的な雇用システムを「日
本的雇用システム」と呼ぶ。（中略）しかし本書でこの用語を使うのは、従来からこの用語
で論じられてきたからであり、より適切な用語を発見できなかったからにすぎない。（同
2008:9） 
 
引用の久本らが述べるように、不安定で特殊歴史的な概念ではあるものの、従来から高
度経済成長期に形成された多くの中核企業に特徴的な雇用システムが日本的雇用システム
と呼ばれてきた。本論でも、日本的雇用システムという用語はそれに倣って用いていく。 
そのシステムの中心にあるのは終身雇用と年功賃金の制度だ。この制度は、核家族を一
つの経済単位とした家父長制的な「男性稼ぎ手モデル」と密接に関係している。家族を養
うだけの収入（家族収入）を父親である男性が稼ぎ出し、母親である女性は家庭内の不払
い労働に従事して家庭を支え、やがて父親・母親の立場になっていく子どもを再生産して
いく。核家族にこうした機能を持たせることを前提にすると、稼ぎ手である男性には家族
を養うための安定的な高収入が必要になる。そのため、男性に対する終身雇用と年功序列
の門戸が開かれ、その二つの制度を中心とする日本的雇用システムが普及・一般化したの
である。 
「男性稼ぎ手モデル」を成立させるため、男性に対する一定の賃金を保障する必要があ
った日本では、ブルーカラー層対ホワイトカラー層といった職種間の賃金格差はそれほど
大きくはなかったという。しかし、その分稼ぎ手でない女性に対する労働価値は低く設定
される傾向にあり、特に主婦であることを前提とした非正規雇用として、安価で柔軟な労
働力とみなされることが多かった。その結果、日本的雇用システムには、職種間での賃金
格差はそれほど大きくないが、雇用形態間（正規雇用と非正規雇用）での賃金格差が大き
くなるという特徴がみられる（同 2008）。 
まとめると、日本的雇用システムは、日本の家族の「男性稼ぎ手モデル」を背景として、
終身雇用制・年功賃金制を軸に展開された。その中では職種間の格差が少なく、雇用形態
間での格差が大きくなる傾向があった。そしてそのシステムが機能的に働いたために、近
代の日本は安定的な経済成長を成功させた、ということになる。 
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しかし日本的雇用システムも、バブル崩壊から始まる 1990 年代以降の低成長期に入る
と、長期安定雇用の動揺、非正社員活用の拡大、正社員と非正社員の雇用格差の更なる拡
大などでその構造が崩れ始め、次第に機能不全に陥るようになっていく。 
不況に見舞われた企業は、雇用コストの高い正社員を非正社員に切り替えることで、コ
スト削減を図った。しかし、終身雇用制の下では、中高年層の解雇は容易なことではない。
こうした理由から、平成不況期の企業は、新入社員、すなわち若年層の正規雇用採用枠を
減らし、必要な労働力は派遣社員などの間接雇用及び非正規雇用で賄うという方針をとる
ことになる。 
このような状況を鑑みて、「若者の就職難は、好景気時代に年功賃金制と終身雇用制の
権利を手に入れた中高年世代が、既得権を守るために正規雇用の枠を減らしていることで
生じる」、という読み解き方が生まれ、就労問題を軸とした世代間格差論が生じるようにな
った。すなわち、日本的雇用システムの機能不全の表出として、「世代間格差論」が生じた
というわけである。 
 
2.3 日本的雇用システム崩壊と女性  
先述した「世代間格差が日本的雇用システムの機能不全によって生じた」という議論は、
男性稼ぎ手としての正社員になれなくなってしまった若年男性を中心として展開される傾
向が強い。しかし、冒頭から述べてきたように、現代日本の就労問題の当事者は、若年層
の男性のみに限らない。ここでは、限定的な議論に陥ることを避ける意味で、これまでの
議論に女性という視点を加え、さらなる若年就労問題の整理・分析を試みる。 
そもそも、女性にとっての日本的雇用システムは、女性を男性稼ぎ手と対置して家庭に
縛り付ける、就労の自由を阻害するシステムであったという（上野 1990 など）。正規職の
ポストは男性稼ぎ手のものと捉えられ、就職難に遭ったり、職場内での昇進や業務内容、
賃金差別を受けたり、出産・育児を機として退職を余儀なくされたり、退職後の再就職で
不利を受けたりと、日本的雇用システム下での就労における男女差別の例は枚挙に暇がな
い。 
こうした状況に置かれた女性は、男女共同参画推進やウーマンリブなどの流れを経て、
日本的雇用システムの家父長制的な性格と対峙し、就労の自由のために闘い続けてきた。
しかし、対峙すべき日本的雇用システムが機能不全に陥りつつある現在になって、そうし
た「自由な就労」を求めてきた女性たちの意識に変化が起き始めている。 
例えば、内閣府の『男女共同参画社会に関する世論調査』（内閣府 2012）における「家
庭生活に関する意識」の項目内に、「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきであるか」という
質問項目がある。この項目を調査年次ごとに比較すると、性別役割分業に対する人々の評
価がどう推移しているのかを見る指標になる。 
それによれば、性別役割分業に賛成する人は年々減少傾向にあったにもかかわらず、
2012 年の調査では、3 年前の前回調査に比べ、一気に 10%以上も増加に転じているのだと
いう。男女比では男性よりも少ない数字になってこそいるが、既婚女性のみを対象にした
国立社会保障・人口問題研究所による調査でも、同様の質問への回答に同様の推移が表れ
ていることが指摘されており（国立社会保障・人口問題研究所 2008）、「性別役割分業によ
って就労差別を受け続けてきた女性たち自らが、性別役割分業に賛成する方向に意識を変
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えている」という現象が生じてきていることが分かる。 
また、年齢層別の比較では、性別役割分業に賛成する考えを持っている割合は、家父長
制的な社会通念が根強かった時期を経験している高齢者世代（60 歳以上）に次いで、20
歳代の若年層で高くなっていることが分かる。 
このようなデータから、日本的雇用システムの強いる性別役割分業と対峙し、様々な運
動で社会進出や男女共同参画の権利を獲得してきた女性たちが、特に若い世代において、
自ら専業主婦であることを志望するようになっていると指摘され始めている。 
家族社会学者の山田昌弘は、先に述べた日本的雇用システムの機能不全こそが、この専
業主婦志望の若年女性を生み出す要因となっていると説明する（山田 2009）。 
まず、平成雇用不況期に入り、若者たちは、激減した正規就労のポストを争う厳しい就
職活動を余儀なくされるようになった。男性でさえも正規職がない、あるいはあったとし
ても、劣悪な労働環境で使い潰されてしまう状況に置かれるようになった中で、激化した
就職活動を、男性向けに作られた逆風の強い雇用システムの中で乗り越え、時間外不払い
労働を強いるような企業の酷使に耐えなければ、労働市場で正規職を得て働くことはでき
ない。そんなことであれば、苦しい企業社会への挑戦は諦め、安定的な収入のある男性と
結婚して主婦になったほうがいい。 
言い換えれば、労働市場から自由な自己実現という魅力が消失しているため、消極的な
選択として、専業主婦志望の若年女性が増加しているのではないかと考えられる。 
しかし当然、男性も正規職に就き難い昨今の状況は、専業主婦を成立させるための必要
条件である男性稼ぎ手の減少を示しており、専業主婦になることも困難化したと言える。
男性稼ぎ手の十分な収入を前提とした家族モデルは、日本の高度経済成長期と安定成長期
を支えはしたが、それと同時に、稼ぎ手が十分な収入を得られなくなると、家族の形成が
困難になるという状況を生み出す。事実、現在も晩婚化、未婚化が問題化されるようにな
っているし、その要因として、経済的な問題が強く意識されていることも指摘されている
（国土交通省 2012 など）。 
まとめると、日本的雇用システムの家父長制的性格と、平成雇用不況期の機能不全が、
労働現場における女性の活躍の可能性を狭めた結果、特に若年世代において、安定的な立
場としての専業主婦であることを望む傾向が表れるようになったが、専業主婦を支え得る
収入と正規職を持つ男性稼ぎ手の減少により、専業主婦化することも容易ではなくなり、
晩婚化・未婚化などが問題視される状況が生じた、ということになる。 
このような形で、正規雇用のポストに就けなかった男性、専業主婦になれなかった（な
らなかった）女性という、日本的雇用システムが前提としていた男女役割から外れた人々
が増加した。昨今の若年就労問題や世代間格差論で問題化される構造は、このような「シ
ステムから外れた人々」を焦点化したものであると考えてよいだろう。そうした視座に立
つと、日本的雇用システムから外れた人々の中には、リストラを受けた中高年も含まれる
し、パートタイマーとしての女性や、外国人労働者も同様の問題の当事者として整理する
ことが可能となる。 
すなわち、若年就労問題とは、たまたま日本的雇用システムの機能不全が若年層を中心
に表出したために焦点化された問題に過ぎず、本来は雇用システム全体の構造的問題と言
える。若年就労問題の当事者は、「日本的雇用システムから排除された人々」であり、その
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システム上の問題の改善に当たらなければ、一連の就労問題の解決策は見えてはこない。 
 
 
3 当事者不在の就労問題――実態としての排除と認識としての包摂 
 
前節では、若年就労問題を、日本的雇用システムの機能不全という構造問題であると整
理した。本節では、現代の就労問題の当事者を、「日本的雇用システムから排除された人々」
と捉え、排除と包摂をめぐる議論の中から、「構造的社会問題の当事者」としての意識を持
てない人々の状況について明らかにしていく。 
 
3.1 包摂型社会から排除型社会へ  
 稼ぎ手男性としての父親が、日本的雇用システムの中核を担う企業から年功賃金制によ
る高い収入を得、それを家族収入とし、家庭内役割を担う母親へと預ける。母親は父親の
家族収入をやりくりして家庭を経済的に支え、家事などの無賃労働を家庭内で行い、父親
の仕事を支える。また母親は育児を通じて、教育費用・教育意欲を子どもに向けるように
なり、やがて教育された子どもは、新卒一括採用制のもとで父親の立場になり、結婚して
母親の立場になっていく。このような形を繰り返し、労働力を家庭で再生産していくシス
テムが、日本的雇用システムにとっての家族であった。 
本論では、ここで示した家族の構造を便宜的に日本の近代家族モデルと呼ぶこととする。
日本の高度経済成長期と安定成長期は、日本的雇用システムおよび、近代家族モデルの持
つ再生産のシステムに人々を包摂していくことで成り立っていたと言える。 
しかし、平成雇用不況期に入り、この再生産システムの枠に入り込めない人々が増加し
た。雇用の流動化が図られた結果、新卒一括採用の枠は減り、子どもにとって、稼ぎ手と
しての父親へ至る道は極めて狭き道となったし、リストラや派遣切りといった中高年の失
業問題とともに、役割関係が分断されるケースが増加した。 
再生産のシステムとしての近代家族モデルの役割に入ることができなくなってきた現
代の姿を、心理学者の村澤和多里らは、包摂型社会から排除型社会への変化という議論を
用いて説明する（村澤ら 2012）。包摂型社会から排除型社会への変化は、元々はイギリス
の犯罪学者ジョック・ヤングの議論だ（Young 1999）。 
ごく単純化して説明すると、近代の包摂型社会は、フォーディズム体制下で完全雇用を
目指し、未来の労働者・消費者として一元的に若者を社会に包摂していこうという性質を
持っていた。しかし、大量生産・大量消費の社会が成長限界を迎え、多品種少量生産のポ
スト・フォーディズム体制へと移行すると、徹底的な雇用のスリム化（非正規雇用化）が
計られるようになる。その結果、定職に就くことが難しい社会へと変化し、労働者として
社会に包摂されない人々が大量に出現することになった。非正規雇用労働者としてアンダ
ークラス化していく人々は、労働の分野で社会から排除され、金銭的な余裕が無くなって
いくにもかかわらず、生きていくために消費者であることは求められ続ける。そして、格
差の広がった社会における消費の自由度の差異を受け、不満感・不全感を募らせるように
なった人々は、やがて社会の秩序を乱す存在と捉えられるようになっていく。こうした状
況が犯罪の厳罰化などを進行させる結果を呼び、排除された人々が社会の秩序を乱す異分
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子として捉えられ忌避されるような、排除型社会が立ちあらわれてきた（Young1999）。 
 村澤らは、この議論におけるフォーディズムを先述した日本的雇用システムや近代家族
モデルに置き換え、現代日本に適用して展開したとしても、同じような説明が可能になる
ことを指摘している（村澤ら 2012）。かつて完全雇用を求めた日本的雇用システムが、非
正規雇用を中心とした雇用の流動化を図り、多量の失業者・アンダークラスを生むように
なったことは先にも述べたとおりであるし、『下流社会』（三浦 2005）などの言葉で多くの
指摘を受けている。多くの人が労働の現場から排除され、増大したフリーターや定職者に
対する批判的なまなざしが送られていることも、排除型社会と軌を一にしていると考えら
れるという。 
 
3.2 実態としての排除と認識としての包摂 
しかし、排除型社会の日本的な展開として、留意しておくべき点もある。ヤングの分析
では、生活様式の変化と生活の不安定化という状況を人々に認識させた要素として、生産
様式の変化に加え、ほかの社会からの移民の増加を挙げている。他の社会からの移民は、
人々に全く異なるライフスタイルや階級の存在を分かりやすく提示する。こうした存在が
生活の様式の変化や生活の不安定化という状況を人々に認知させ、ヤングのいう排除型社
会では、いわば自明的なものとして格差が立ち現れてくる。 
しかし、いまだに単一民族国家としての認識が根強く、移民が不可視化される状況があ
り、階級意識も低い日本では（加藤ら 2008）、「異質な人々」が現実的なものとして認識さ
れる機会が少ない。そのため、生活様式の変化や生活の不安定化という要素が、漠然とし
たものとしては感じられていても、現実的な認識として一般化されているとは言いきれな
い状況にある。例えば、依然として高度経済成長期や安定成長期の社会を想定し、終身雇
用などを前提に「就職が人生のゴール」と考えているような若者たちが多かったり、いま
だに結婚には「男性稼ぎ手モデル」としての収入が求められたり、専業主婦指向が強かっ
たりする状況がある。 
つまり、日本は構造としては排除型社会と呼べる状況に陥りつつあるが、社会通念とし
ては、日本的雇用システムへの順応や、日本の近代家族モデルの構築というものが普通の
こととして想定されており、いまだに旧来の包摂型社会としての認識に留まっていると指
摘することができる。旧来の雇用システムや家族に包摂された状態をゴールとする包摂型
社会としての認識があるのに、実態は排除型社会になっている。日本社会に排除型社会の
議論をあてはめた場合、こうした実態と認識の「ねじれ」が出現してくることには、重要
な含意がある。 
というのも、構造的な排除が意識されず、包摂されているとみなされる社会的ステータ
ス（正規職）を有することが当然視される場合、職に就くことができないという就労問題
当事者は、望まれる社会役割と自己を同一化できないというアイデンティティ危機に直面
することになる。さらに、包摂されて当然であるという認識下で構造的な排除を受けると、
その排除による貧困や格差化を自己責任のものとして引き受け、問題視しなくなるという
指摘もある（本田 2010）。 
加えて、下流化した若年層にとって、親世代が蓄えた貯蓄やインフラが存在している場
合、貧困や排除化は目下切迫した問題ではなくなり（山田 2004）、漠然としたアイデンテ
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ィティ不安を抱えながらも、非正規雇用等の不安定な現状を自己責任のものと引き受け、
問題意識を抱かずにいると指摘することもできる。 
これらの議論を通して考察すると、若年就労問題として焦点化される問題の当事者たち
は、何ら当事者意識を持てずにおり、同様の構造の被害者となっている人々とも問題意識
を共有できずにいるという、半ば「当事者不在」の状況に陥ってしまっているのである。 
 
 
4 おわりに 
 
ここまで、新規学卒者の就職率の改善が「若年就労問題」の解決に直接に結び付かない
という指摘を端緒に、日本的雇用システムの機能不全の表出として昨今の就労問題がある
こと、同様の問題は日本的雇用システムから排除された人々すべてに共通であると言える
こと、また、新規学卒者等を象徴的に扱った若年層のみの分析では、こうした雇用システ
ム等の社会構造問題としての根本的な原因に迫れないことを明らかにしてきた。 
加えて、社会構造から人々が排除されたと指摘する論考はあれども、人々の認識が依然
として包摂型社会のままであり、その認識と実態の「ねじれ」が、人々にアイデンティテ
ィ不安を与え、またそれを自己責任のものと受け入れてしまう素地を作ってしまっている
ことも論じてきた。 
結果として、人々が就労問題の当事者意識を持ち得ず、解決への筋道はおろか、問題意
識の共有すら難しくなっているというネガティブな要素が浮き彫りになった。「若年就労問
題」に対する既存のアプローチへの注意点として把握すべきポイントとしては有用な議論
であると言えようが、こうした状況下で、いかに就労問題の根幹を捉え、どのような対応
策を用いればよいかといった建設的な方向性を持つものではない点については、大きく反
省の残る論考となった。 
とはいえ、社会構造的問題に異議申し立てをしようとしない（当事者足り得ない）当事
者が、漠然とした不安に対して、他者との承認関係に没入することで対応しようという傾
向も指摘されている。こうした傾向が、SNS や地域に根付いたローカルなコミュニティな
どを通じて新たな「つながり」を生み、そうしたつながりが旧来の「日本的雇用システム」
や「近代家族モデル」の代替となる、オルタナティブな活動を生じさせていくと期待する
向きもある（長田、田所ら 2014）。 
先行きが見えず、ネガティブな論考ばかりが先行する状況の中にあって、こうした動き
や論考を慎重に追い続け、注意深く今後を展望していくことが望まれると言えるだろう。 
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